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オーナーゴルフコンペ



常務取締役 永井 道人

空室募集、空室対策、設備交換、工事、売却・購入のご相談・お問い合わせ

℡052-350-5655（音声ガイダンス②番） 担当：菊地

賃貸管理業の法制化 成立の見通し
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歴史は繰り返すと言います。リーマンショック、東日本大震災時の市況や、業界動向を真摯に受け止め、改めて
これから起こる事を予測して、オーナー様にとって必要な対策が打てればと思います。ちなみにアフターコロナ対策と
いうよりは、ウイズコロナ対策を考える（長期戦の中でコロナと共に）必要もあると思われます。

【賃貸仲介の顧客状況】
リーマンショックの時は、まず法人顧客が大きく減少しました。今回も、法人での業績が悪化する傾向がありま
すので、大きく減少することが予測されます。また今回特有ですが、不要不急の外出を控える中で、WEB上で
の反響は、さほど減りませんが、実際に賃貸店舗に来店し、案内を行い、成約する流れは減少していきます。そ
んな中、一部の賃貸店舗から始まりましたが、対顧客への非接触型業務（WEB接客）が少しづつ増えてくる
現状です。よりオーナー様の物件を写真だけでなく、パノラマ画像や、動画なので、PRしていく必要性が出てくる
と思われます。

【空室問題】
いったん現状ではステイホームの方向性で、更新こそ増えますが、わざわざ退去して住み替え、引っ越しは控え
る傾向があるとは思いますが、厳しい経済事情の中、実家へ帰る、単身赴任を止める、あえて独立して部屋を
借りないなど、退去がじわじわ増えて、新規の成約が増えないと、空室問題が本格化すると予測できます。リー
マン時では約3~6か月後に空室が増えてきました。空室率は5％以上は上がってくるのではないかと予測できま
す。

【家賃下落・家賃滞納】
既に出てきていますが、家賃交渉、家賃滞納が出てきます。また空室が増えて、新規顧客の獲得競争になる
と、競合物件が増える為、家賃下落が発生します。リーマンショックの時も、5~10％の家賃下落や、退去費
用の交渉、合わせて初期費用などの減額の要望も、大きく広まりました。今回もそれらの状況は出てくると予測
できます。

【強めの対策検討】
リーマンショックの時には、初めて初期費用ゼロという新しいサービスが流行しました。合わせて、更新費用、退
去費用ゼロなど。やはり、長引く経済不況の状態では、強めの空室対策が必要になります。今までやっていない
条件策や、契約のパターン、避けられたターゲットなどにも挑戦が必要になってくると思われます。

【資産状況の悪化】
リーマンショックの時には、やはり6か月後くらいから、空室の悪化や、家賃下落より、オーナー様の中には、資
産状況の悪化に陥る状況も生まれました。物件の売却、組み換えなどが、多く見受けられたことを思い出します。
売却物件が多く市場に出回ると、売却価格の減少にもつながります。また事業用ローンを組んで購入できる層
が多くいなければ、売却までの期間も長引くことが予測できます。いずれにせよ、早め早めの対策をお勧めします。

「止まない雨はない」「明けない夜はない」と言います。今後に向けて、前をむいて対策をうっていきたいところで
す。ただし今回は「なかなか止まない雨」「なかなか明けない極夜」になりうる事も予測できます。アフターコロナ対
策というよりは、ウイズコロナ対策＝コロナ状態の中で、どう進めて行くべきか？ここが重要なポイントになるとも言
えるでしょう。逆に、新型コロナウイルスが、IT社会など、未来を少し早めてきているように感じます。管理物件に
関しては、先を読みながら、常に新しい提案を進めて参ります。また管理されていないオーナー様も、何かお困り
ごとがあれば、ご連絡いただければ幸いです。



滞納賃料の回収と立ち退きについて

弁護士法人
一新総合法律事務所

弁護士 大橋 良二 氏
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新型コロナウィルスの感染拡大に伴い、各種自粛などで経済活動が停滞すると、職を失う方や
収入が減る方が増えてくることが予想され、近い将来にも、賃料を滞納する入居者の増加が想定
されます。そうなると、賃料の取り立てや、長期にわたって滞納が続くのであれば入居者に立ち退き
を求めるケースが増えますので、今回は、滞納賃料の回収と立ち退きについて説明します。

まず、賃料回収や立ち退きについて、第一次的には管理会社に依頼される方が多いと思います。こ
こでのポイントは、管理会社でできる賃料回収や立ち退き交渉には限りがあるということです。オーナー
としては管理会社にすべてお任せで何でもやってほしい、と思うかもしれませんが、単に督促状を送った
り、事務的な電話連絡するくらいであればまだしも、管理料を対価として支払条件を交渉したり、賃
料が支払われないからといって明け渡し交渉することは、非弁行為といって弁護士法に違反してしま
います。

そうなると、次に、弁護士に依頼するか、ということになります。ですが、弁護士に依頼する場
合にはコスト（弁護士費用）が問題となります。一般的なアパートの一室の明け渡しにどの
程度費用がかかるでしょう。
まず、弁護士費用ですが、インターネット等や私の知る限りでは、だいだい着手金と報酬併せ
て５０万から６０万円程度の費用がかかる場合が多いです。弁護士費用だけで済むかとい
うとそうではなく、裁判所へ提出する印紙などの実費もかかりますし、入居者がなかなか立ち退
かずに強制執行まで行う場合には、執行官（裁判所の職員）への手数料や、なかにある物
品を運び出す引っ越し代金等もかかることもあります。結果、アパートの一室（一棟ではない
です）を強制執行すると、結果的に１００万円近いお金がかかるケースも少なくありません。
もちろん、その一部（執行費用）は、入居者や連帯保証人に請求することになりますが、賃
料の支払いが難しい方に請求しても、「ない袖はふれない」ということで回収することは困難で
あることが多く、結果、オーナーの自腹となることも少なくありません。
ただでさえ賃料が払われないところ、これだけの費用がかかるのですから、負担は大きいです。
ですが、これが現実なのです。
では、オーナーとしてどのような対応ができるか、結論から言うと保証会社を利用するのが一
番の解決策です。保証会社付きであれば、滞納賃料は保証してもらえますし、（契約内容
にもよりますが）通常は、明け渡し等に至るまでの弁護士費用を含めた手続き費用までカ
バーしてもらえます。手数料はかかりますが、万が一の場合には上記のような費用がかかること
などを想定すると、保証会社を利用する方が増えているのも納得できるのではないでしょうか。
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不動産ソリューションコーナー
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新型コロナウィルスの影響で、経営の方向性や対策に不安を
抱えていらっしゃるオーナー様も多いかと思います。特に緊急事
態宣言から、全国的に3密を避ける、営業自粛、などの流れが
波及し、テナント物件を運営するオーナー様にとっては、すでに
賃料減額交渉、免除の交渉などが出始めています。こちらは現
在、様々な対策も検討されていますが、オーナー様にとってもいく
つか準備が必要なようです。

テナントの賃料猶予で受けられるオーナー様向けの施策は？

4月17日現在、国土交通省がテナント賃料の減額や猶予に応じたオーナー様に関して発
表している施策は大きく3つです。
※一部は検討中・関連法案成立後に実施されるものもありますので詳細は国土交通省HP等でご確認ください。

①2021年度の固定資産税・都市計画税減免（関連法案成立後）
②税と社会保険料の猶予（関連法案成立後）
③減額・免除した家賃を損金に算入可能（実施済）

もともとは新型コロナウイルスの影響で売
上が減少した中⼩事業者を対象として
いますが、テナント賃料の減額・猶予に
応じた結果、収入が減少した不動産
オーナー様も対象に含まれるようになる見
込みです。

①2021年度の固定資産税・都市計画税減免

②税と社会保険料の猶予

新型コロナウイルスの影響により売上が
減少し、国税や地方税、社会保険料を
一時的に納付することが困難な場合に、
納税が猶予される、というもので左側が
現行制度、右側が現在検討されている
特例措置です。特例措置が実施される
と、オーナー様がテナントの賃料支払いを
減免した場合や、 賃料の支払いを猶予
中の場合も「収入の減少」として扱われ
る見込みです。

③減額・免除した家賃を損金に算入可能
すでに不動産を賃貸するオーナー様がテ
ナントの賃料を減免した場合、減額に
よって生じた損害の額を損金として計上
できると明確化されています。ただし、賃
料減額の目的を書面で確認するなど、
複数の条件があるため準備が必要です。



相続相談コーナー

税理士法人タックスウェイズ
税理士 後藤 勇輝 氏

各税制度の特例の利用には一定の条件があります。資産税に詳しい各専門家
（税理士・弁護士・鑑定士等）と連携してサポートしています。

【ご相談・お問い合わせ】オーナー様：相続ご相談窓口
℡ 052-253-8181 担当：江城・菊地
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今回は、オーナーさん向けの家賃減額などによる資金対策の情報についてポ
イントをまとめさせて頂きます。新型コロナウィルスの感染拡大による不動産業
界への影響も多大になって参りました。これから差し迫る影響を想定し事前の
対策を早めに打てるように判断と動きをスピーディーにしていきましょう。

（１）住居確保給付金について
本来は、離職者などが住宅を喪失するなどの原因で住む場所を失わないようにするための目的で
住宅費を支給する制度です。今回は、こちらの要件が拡大されまして、休業や自宅待機などの原因
で収入が減少する方などを対象とすることとなりました。
（対象）離職、廃業から2年以内、またはやむを得ない休業になどにより収入が減少している方で
65歳未満であり、世帯の生計を主として維持した状態にあり、ハローワークへ休職の申し込みを行う
予定である。
（支給要件）収入要件、資産要件、就職活動要件の３つの要件を満たし、都道府県により基
準は異なる。
（支給額と支給期間）支給額は、賃貸住宅の家賃額とされ上限額が設けられている。
支給期間は、原則3か月間で一定の条件のもと最大9か月まで延長ができる。
2020年4月より就業していても受給が可能となり対象者が拡大され、ハローワークへの申し込みも
不要とされました。居住者の家賃減額などのお話の際に、情報としてお話し、労働省の自立相談機
関窓口をご案内するのがよいでしょう。

（２）日本政策金融公庫による特別貸付について
日本政策金融公庫では、様々な貸付制度が出されていますが、不動産賃貸業で新型コロナウィ
ルスの影響で活用できるものは、新型コロナウイルス感染症特別貸付です。
内容は以下のようにまとめられます。

借りたとして、返済は必ずやってきますので、家賃減額を考慮したところでどのくらい資金繰りが厳し
くなるのかを、まず算定しておきましょう。どさくさで借りることができるという発想ではなく、返済原資
も見越した上での検討が大切です。
これからもどんどん変化する国や自治体の制度のについてアンテナを張っておきましょう。早め早め
の対策で安心を確保しておきたいところです。

対象者
新型コロナウイルス感染症の影響を受け、一時的な業況悪化を来している方であって、下記条件のい
ずれかに該当し、かつ中長期的に業況が回復し、発展することが見込まれる方

条件 原則、最近1ヵ月の売上高が前年または前々年の同期と比較して5％以上減少している方

限度額 6,000万円

利率 融資後3年目までは基準利率－0.9％ ※利子補給の適用あり

期間 運転資金 15年以内（うち据置期間5年以内）



リードグループは専門スタッフの力を結集し
お客様の資産運用をトータルサポートいたします！

● より良い賃貸経営へのご相談はこちら ●

お問い合わせ先：リード通信事務局 担当：服部・菊地
TEL:052-253-8181

□空室について
□リフォームについて
□家賃滞納について
□賃貸管理について
□購入について

□売却について
□土地活用について
□相続対策について
□保険について
□その他 お気軽にご相談ください！

リードグループ

リードワン保証
ｴｲﾌﾞﾙNWｾﾝﾄﾗﾙﾊﾟｰｸ店
家賃保証・賃貸仲介

エイブルNW中国上海店

賃貸仲介
エイブルNW上前津店

賃貸仲介
エイブルNWマニラ店
賃貸仲介・売買仲介

エイブルNW常滑店
賃貸仲介

ファーバル
デザイン事務所

リフォーム・リノベ・注文住宅

ファインビレッジ
緑花台

サービス付高齢者向け住宅

リードグループ本社
リードワン

建物総合管理・売買仲介

リハビリデイステーション

元気村緑花台
デイサービス

メモリアルホール
尾張旭の里
ペットの霊園


